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研究成果の概要（和文）： 
 本研究の目的は、日本における現行の都市再生政策の問題点を提起して、経済活性化と環境

負荷軽減を両立させる日本型の都市再生政策の構築を目指すことである。そのために、GIS(地
理情報システム)を援用しつつ、事業所や人口の空間的分布から地区間通勤流動量を推定するモ

デルを構築して、通勤流動の変化から温室効果ガス排出量をベースとする環境負荷の測定を行

った。分析の結果、各都市圏において差異はあるものの、都心において垂直的な空間利用が急

激に高度化している一方で、郊外において未だに都市的土地利用の拡大は止まっておらず、都

市域全体としての環境負荷が高まり続けていることを明らかにした。今後の人口減少時代を踏

まえた、都心と郊外とをリンクさせるより強力な都市圏政策が求められる。 
 
研究成果の概要（英文）： 

The purpose of the study is to clarify the problems of current urban policies in 
metropolitan areas in Japan to build new urban policy for both economic reinvigoration and 
reduction of environmental load I build the model for estimation of the volume of 
commuting flow between districts by using GIS (Geographical Information System) to 
measure environmental load based on greenhouse gas emission. Living population and 
employed population in each district are taken into consideration in the model which is 
basis on the transport network 

The analysis on all buildings in the study area clarified the inconsistency of urban policy. 
Verticalization of spatial use is increasing in the central urban area, while the urban edge 
extends outward. As a result, whole environmental load is increasing in three major 
metropolitan areas in Japan. Firmer urban area policy which links central urban area and 
urban edge area is needed in the near future era of population decreasing. 
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１．研究開始当初の背景 
自動車依存型の大都市を抱えていた欧米で

は、環境負荷を軽減させるためのコンパク
ト・シティ(ニューアーバニズム)が研究・推
進されてきた。この都市モデルは、事業所と
人口を都心に集積させて、移動に必要な時
間・経費・エネルギーを減少させることによ
って、「経済活性化」と「環境負荷軽減」を
両立させるものである。このモデルは、1990
年代末から日本においても注目され始めた。
しかし、折しも景気後退期であったために、
都市集積の経済効果を主張する経済学者ら
によって、「経済活性化」の側面が特に強調
されて日本社会に導入された。この潮流のも
と、都心集積を目的とした建築規制（容積
率・建ぺい率等）緩和政策が 1990 年代以降
に加速して、東京都心の建築物の高層化が急
速に進んでいる。しかしながら、元来都市構
造が異なる日本に欧州の都市モデルを適用
することには無理が伴い、急速な都市集積に
よる弊害が問題となっている。 
 

２．研究の目的 
本研究の最終目的は、経済活性化の効果が

特に強調されつつ、都心への集中が促進され
る日本の都市再生政策の問題点を提起して、
経済活性化と環境負荷軽減（本研究でいう環
境負荷とは、通勤や事業所間輸送に利用され
る自動車による二酸化炭素(CO2)や窒素酸化
物(NOx)の排出量を指す）を両立する日本型
の都市再生政策を構築することである。その
ために、GIS を援用して日本における大都市
の都心集積（本研究でいう都心集積とは、都
心における建築物の増加および高層化によ
って、事業所や人口が集積することを指す）
が経済活性化と環境負荷軽減に貢献するメ
カニズムを解明する。 
そのために、本研究期間中には、東京をは

じめとする三大都市圏を対象として、(1)社会
経済構造の変容が都市空間構造に与えた影
響を解明して、(2)変容した都市空間構造によ
る環境負荷の変化を明らかにする。さらに、
世界都市・東京の空間構造へ与える要因とし
て重要な国際的な都市間ネットワークの視
点から、(3)国際空港へのアクセシビリティの
問題点と課題を明らかにした。 
 
３．研究の方法 
２の(1)については、現行の都心再生政策の

もと推進されてきた都心集積を定量的に測
定して、その要因を土地利用転換の視点から
解明した。建築物のデジタル空間データ、国
勢調査や事業所・企業統計調査等の社会経済
的指標となる統計データ、都市計画関連法令、
都心再生特別地区、同区域設定などに関する
資料をもとに、現地調査を行うとともに、都

市圏における空間利用の高度化を定量的に
測定した。そして、1990年代以降の都市圏の
土地利用転換パターンを分類して、その要因
を明らかにした。 
(2)では、上述の分析に加えて、事業所統計

における就業者数の空間的分布の変化から、
対面接触活動の可能性の変化を GISのネット
ワーク分析によって測定して、事業所間の対
面接触活動に関わる経済的・環境的コストの
変化を定量的に明らかにした。さらに、事業
所や人口の空間的分布から地区間通勤流動
量を推定するモデルを構築して、通勤流動の
変化から温室効果ガス排出量をベースとす
る環境負荷の測定を行った。 
(3)では、東京大都市圏における人口分布を
考慮して、東京国際空港の再国際化が寄与す
る効果について、空港へのアクセス時間から
定量的に測定した。 
 
４．研究成果 
建築基準法の改正等に基づく容積率緩和が

続いた 1990 年代以降の大都市中心部におい
ては、事務所建築物および集合住宅ともに、
建物数の増加率よりも建物面積や延床面積
の増加率が高かった。事務所建築物の密度は
都心において著しく高く、1990年代も事務所
建築物の建設が継続して、その集積傾向は強
まっていった。同時に、商業・業務地区から
の集合住宅への転換も増加して、都心への人
口流入の大きなプル要因となった。集合住宅
の密度の推移は、都心周辺においてその特徴
を異にした。従来から住宅地としての性格が
強かった地域においては、延床面積よりも建
物面積の密度の高さが目立ち、低層ながらも
多数の集合住宅が立地していた。一方、工業
用地や密集住宅が分布していた地域におい
ては延床面積の密度が急上昇した箇所が散
見され、高層集合住宅への土地利用転換が多
くみられた。このような都市空間の高密度化
に地域的差異が現れた要因には、既存の土地
利用とそれに付随する都市計画法や建築基
準法など建物に関する基準が深く寄与した。 
大都市圏の環境負荷の変化は、三大都市に

おいてその傾向に差異はみられるものの、巨
視的にはほぼ類似した傾向がみられた。都心
において垂直的な空間利用が急激に高度化
している一方で、郊外において未だに都市的
土地利用の拡大は止まっておらず、都市域全
体としての環境負荷が高まり続けているこ
とが明らかになった。今後の人口減少時代を
踏まえた、都心と郊外とをリンクさせるより
強力な都市圏政策が求められる。特に、東京
では他地域からの人口流入が継続すると見
込まれているが、大阪や名古屋では人口減少
に伴う都市圏の計画的な縮小も視野に入れ
る必要がある。 



また、東京大都市圏における国際空港への
アクセシビリティは、東京国際空港の再国際
化によって飛躍的に向上した。都心から大都
市圏西部にかけての広い範囲が、成田国際空
港から東京国際空港の後背地へと転換され
た。今後は、東京国際空港の国際線便数の増
加と、それに伴う成田国際空港の空港機能お
よび就航便の差別化が求められる。 
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